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核軍縮を実際に進める一歩
特別委員会設置案と第１回「第Ⅵ条フォーラム」
〔資料〕カナダ、メキシコなど新決議案骨子

「国民保護計画」策定進む
　　　沖縄の議論から考える
〔資料〕「沖縄県国民保護フォーラム」議事録（抜粋）
【連載】いま語る―３渡辺えり子さん女優

第１回「第Ⅵ条フォーラム」

　まず、「第Ⅵ条フォーラム」の様子を伝えたい。
　主催した中堅国家構想（ＭＰＩ）によれば２８か国の政府代
表が参加した。ダグラス・ロウチＭＰＩ議長は、冒頭に「非好
戦的な雰囲気で、核兵器のない世界に必要な法的、政治
的、技術的な要件を協議する。非核の同志国家で初期の
積み上げをするが、適切な段階で希望する核兵器国にも
参加を求める」という趣旨を簡潔に述べた（前号の資料「原
則のステートメント」参照）。
　冒頭に阿部信泰・国連事務次長が慎重な短い挨拶をし
た。次いでチェ・ヨンジン第１委員会議長（韓国）は思ったよ
り長く、情勢に切り込んだ挨拶をした。
　私たちＮＧＯは、全会一致ルールが議事の前進を阻止す
る戦術に利用されているＣＤの行き詰まりを打開するため
に、カナダ、メキシコなどが多数決で前進できる国連総会

カナダ、メキシコなど立ち上がる
　前号に紹介したとおり、１０月３日、ニューヨーク国連本部において第１回「第Ⅵ条フォーラム」が
開催された。その場でカナダ、メキシコ政府代表は軍縮に関わる新決議案の提出を予告した。予
告通り、１０月６日、国連総会第１委員会（軍縮・安全保障）の下に４つの特別委員会を設置すると
いう内容の決議案が発表された。①消極的安全保証（ＮＳＡ）、②核軍縮、③兵器用核物質生産禁
止条約（ＦＭＣＴ）、④宇宙における軍備競争の防止（ＰＡＲＯＳ）という、ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）
において懸案であった特別委員会である。全会一致の議事運営が障害となってＣＤでは８年間行
き詰まっていたものを、多数決で運営する第１委員会で前進させようという試みである。平和市長
会議が求めた特別委員会の現実的な第１歩であると言うことができる。米国などの圧力に抗して
新決議への支持がどれだけ広がるかが、核軍縮前進にとって当面の大きな焦点となる。

国連第１委員会新決議と
第１回「第Ⅵ条フォーラム」

二
つ
の
車
輪

核
軍
縮
へ

動
き
出
し
た

緊急速報
　１０月１３日、ニューヨークからの最新ニュースが飛び込んできま
した。米国の圧力により、特別委員会の設置を求める新決議の提
出が困難になったようです。詳細は本誌次号で。また、速報をアボ
リション・ジャパンのメーリングリストに流しますのでご覧ください。
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第１委員会に特別委員会を設置することを決める決議案
を提出する準備をしていることを聞き及んでいた。しか
し、関係政府の代表がそれを第Ⅵ条フォーラムでどのよ
うに触れるか、触れないかは未知数であり、強い関心を
持って会議に臨んでいた。その発言内容によって、彼ら
の本気度を知ることができるからである。

◆カナダ
　発題者の冒頭はカナダのマイヤー大使であったが、
予想を超える率直さで、「カナダと同志国家は新しい勢
いを生み出すために、今週、ここニューヨークで新しい動
きを発表する」と述べた。平和市長会議から、全会一致
制が悪用されている現実を第１委員会において打破す
るという要請があったことにも言及した。マイヤー大使の
発言には、多国間会議を機能させることが極めて重要で
ある、とするカナダとしての確とした信念を読みとること
ができた。

◆メキシコ
　メキシコのデアルバ大使は３番目（最後）の発題者で
あったが、マイヤー大使と共にメキシコも新しいイニシャ
チブに深くかかわっていることを誇らしげに述べた。そし
て、そのイニシャチブと第Ⅵ条フォーラムは、相補的に進
むであろうと述べた。このことは、後にロウチＭＰＩ議長に
よっても確認された。デアルバ大使の発言で注目したい
のは、新しい試みが成功するためにはＮＧＯの支援が決
定的に重要だと述べたことである。

◆マレーシア
　２番目の発題者であったマレーシアのラジ大使は、新
決議の動きに賛意を示しながらも、第Ⅵ条フォーラムで活
用されようとしている核軍縮への段階的・包括的アプ
ローチについて解説した。マレーシア、コスタリカなど６か
国の作業文書（本誌前号参照）がその基礎である。そし
て、核兵器禁止条約についての交渉が始まらなくても、
その内容を吟味することが有効であると主張した。

◆日本
　それ以後、フロアから各国の発言が続いた。日本（柳
井啓子一等書記官、ジュネーブ軍縮会議日本政府代表部）

は、第Ⅵ条フォーラムへの賛意を述べ、今後とも継続して
参加すると約束した。新しい日本決議についての方針を
説明したが、私たちが日本で聞いていたものよりも新し
い内容はなかった。「核軍縮の基礎固めの時期」である
ことを強調したスタンスが、これまで通りの路線を意味す
ると理解したのは、私だけではないであろう。

◆スウェーデン
　スウェーデンは、カナダ、メキシコのイニシャチブに自
国も同意して参加したと述べた。新提案の広がりを意味
するものとして印象深かった。

◆南アフリカ
　南アフリカが、新アジェンダ連合（ＮＡＣ）の幹事国とし
て発言した。カナダ、メキシコ提案には触れず、ＮＡＣ全体
としては、新提案に関わっていないことを印象づけた。Ｎ
ＡＣも新決議を提案しようとしていると述べた。今回は具
体的な措置は盛り込まずに９５年、２０００年再検討会議の
合意の継承を基礎にするとの説明であった。日本決議と
の協力関係を示唆したのが印象に残るとともに不安がよ
ぎった。

◆アイルランド
　新アジェンダの中心であったアイルランドが、核兵器
禁止条約（ＮＷＣ）に関する「オタワ・プロセス」類似のア
プローチに批判的に発言した。対人地雷禁止条約にお
いては、まだ禁止という規範が存在していなかったので
その道筋が重要であった。しかし、核兵器に関してはＮ
ＰＴ第Ⅵ条で規範ができている、という主張であった。

　その他に、ドイツ、オランダ、ポーランドが発言した。
ＭＰＩは第２回第Ⅵ条フォーラムを、２００６年３月２日～４日、
ハーグ（オランダ）のクリンゲンデール研究所で開催する
と発表した。

特別委員会の設置の提案

　メキシコ、カナダが第Ⅵ条フォーラムで示唆した新提
案の内容について、１０月６日、正式の国連総会決議とし
て提出される前に非同盟運動（ＮＡＭ）などに説明が行

第Ⅵ条フォーラムで新決議の趣旨を伝えるデアルバ大使（メキシコ）（前列右から２番目）。
右端は阿部信泰・国連事務次長。１０月３日、ニューヨーク国連本部第８会議室。
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われた。ＮＧＯにも説明があった。私たちが入手した１０月
５日付の文書を資料として全訳した（３ページ）１。その段
階で、提案国として名前を連ねているのは、ブラジル、カ
ナダ、ケニヤ、メキシコ、ニュージーランド、スウェーデンの
６か国であった。
　新提案の要点は次のようなものである。つまり、ジュ
ネーブのＣＤが行き詰まっている軍縮・不拡散に関する
優先テーマに関して、ＣＤにおいて議論が開始されるま
で国連総会内に特別委員会を設置して協議を進める。
ＣＤが正常化すれば審議内容をＣＤに引き継ぐ、という内
容である。
　優先テーマが何であるかに関しては、これまでのＣＤ
における審議において、ほぼ合意があったと言ってよい
であろう。それは本誌でもしばしば紹介してきたことであ
るが、次の４つのテーマである。
　①消極的安全保証（ＮＳＡ）
　②核軍縮
　③兵器用核物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）
　④宇宙における軍備競争の防止（ＰＡＲＯＳ）
　しかし、テーマに合意があったとしても、そのテーマに

関して設置される特別委員会が何を協議するか、つまり
特別委員会の任務（マンデート）に関して、ＣＤは何年も合
意に達することができなかった。全会一致の議事運営
ルールが、すべての国に事実上の拒否権を与えており、
一部の国がこれを悪用してきたからである。そんな中で、
多くの国が妥当と考える「任務」の案が５人の大使の調停
案として示された（２００３年６月２６日）。これを５大使（Ａ５）調
停案という２。今回のメキシコ・カナダらの提案は、このＡ５
調停案をそっくり４つの特別委員会の任務として掲げて
いる。これまでのＣＤの努力を尊重し、多くの国の支持が
得られやすい工夫として、よく練られた案であると言える
であろう。
　しかし、Ａ５調停案の時点から本誌が指摘してきたよう
に、４つのテーマの中で核軍縮特別委員会の任務がもっ
とも弱いと言ってよい。新提案の文言は下の資料にある
とおり次のようになっている。
　「特別委員会は、この目的の達成のために、前進的か
つ系統的な努力に向けた実際的措置に関して、情報と
意見の交換を行うべきものとする。その中で、特別委員会

軍縮および不拡散の優先議題に関する
作業を開始する

ブラジル、カナダ、ケニヤ、メキシコ、ニュージーランド、スウェーデン
２００５年１０月５日

資料

４ページ下段へつづくè u

　国連総会は、

　軍縮および不拡散の優先議題に関する
実質的作業を再開する重要性を認識し、
　今日まで作業プログラムの採択を妨げ
てきたジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）の長年に
わたる行き詰まりに関連し、
　国連総会とＣＤの間の補完性を保証す
るとともに重複を避ける必要性を考慮し、

１．ＣＤの作業プログラムが合意されるまで
の間、以下のａ～ｄ節に挙げられた４つの
優先議題に関するオープンエンドの特
別委員会を設置することを決定する。
　ａ）第１特別委員会は、非核兵器国に対し
て核兵器の使用および使用の威嚇を行
わないという保証を供与する有効な国
際的とり決めに関する合意に向けた交
渉を行うべきものとする。これらのとり決め
は、国際的に法的拘束力を持つ条約の
形をとる場合もある。
　ｂ）第２特別委員会は、核軍縮を扱うもの
とする。特別委員会は、この目的の達成
のために、前進的かつ系統的な努力に
向けた実際的措置に関して、情報と意
見の交換を行うべきものとする。その中
で、多国間的な性格を持つ将来的な作
業の可能性に向けたアプローチを検討
するものとする。その機能を果たす際に、

第６０回国連総会第１委員会決議　骨子案

特別委員会は、研究や議論から生じうる
諸提案はもちろんのこと、現在行われて
いる努力や現存する提案や考え方を考
慮するものとする。
　ｃ）第３特別委員会は、ＣＤの専門コーディ
ネーターの報告（ＣＤ／１２９９）とそこに含
まれる任務に従って、核兵器用およびそ
の他の核爆発装置用の核分裂性物質
の生産を禁止する、差別的でなく、多国
間の、国際的かつ効果的に検証可能な
条約を交渉するものとする。
　ｄ）第４特別委員会は、大気圏外における
軍備競争の防止を扱うものとする。特別
委員会は、制限を排して、いかなる話題
や提案についても、それを特定し検証す
べきものとする。それには、関連する国際
条約に関する交渉の可能性を含め、信
頼醸成や透明性のための措置、一般原
則、条約上の誓約、大気圏外における軍
備競争を防止することのできる体制の詳
細な検討、などが含まれうる。その際、特
別委員会は、国際的安定を促進し、すべ
てにとって安全が減じない原則を尊重し
ながら、大気圏外の平和利用およびそこ
での軍備競争の防止の目的に積極的に
貢献する必要性について、適切な考慮
を払うべきものとする。

２．ＣＤにおける作業プログラムの採択ととも
に、関連テーマを扱う特別委員会は終了

し、得られた成果をＣＤ議長が継承する
ことを決定する。

３．○○を第１特別委員会の議長に、○○を
第２特別委員会の議長に、○○を第３特
別委員会の議長に、○○を第４特別委員
会の議長に任命することを決定する。そ
れぞれの議長は第６１回総会に対して報
告を行う。

４．特別委員会はジュネーブで開かれると
し、それぞれ５回のセッションを持つ１週
間の会合を６回まで開催することを決定
する。

５．２００６年において、下のａ～ｄ節で挙げる
通り、特別委員会を開催するものと決定
する。
　ａ）上記１ａで述べた特別委員会を、１月２３
日～２７日、２月２０日～２４日、３月２０日～２４
日、５月２９日～６月２日、６月２６日～３０日、８
月２１日～２５日に開催する。
　ｂ）上記１ｂで述べた特別委員会を、１月３０
日～２月３日、２月２７日～３月３日、３月２１日
～３１日、６月５日～９日、７月３１日～８月４日、
８月２８日～９月１日に開催する。
　ｃ）上記１ｃで述べた特別委員会を、２月６日
～１０日、３月６日～１０日、５月１５日～１９日、６
月１２日～１６日、８月７日～１１日、９月４日～８
日に開催する。
　ｄ）上記１ｄで述べた特別委員会を、２月１３
日～１７日、３月１３日～１７日、５月２２日～２６
日、６月１９日～２３日、８月１４日～１８日、９
月１１日～１５日に開催する。

６．上記の日程は、関係する議長の合意に
より変更の対象となりうることを決定する。

７．国連事務総長に対し、前述した４つの特
別委員会の開催において、現存のリソー
スの範囲で必要な支援を供与するよう
要請する。

（訳：ピースデポ）
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　政府が今年３月２５日に閣議決定した「国民の保護に
関する基本指針」１に基づく「国民保護計画」の策定作業
が、指定公共機関（内閣府を初めとする２３の国の行政機
関）と地方公共団体（都道府県）で進められている。３月２
８日には総務省消防庁からモデル国民保護計画２も提示
された。すでに、鳥取県と福井県は最終的な「国民保護
計画」を発表、閣議で承認されている。
　「基本指針」は、国民保護計画の策定プロセスにおい
ては、「広く関係者の意見を聴き、自主的に行う」（第６章
「計画などの作成手続き」）としており、すべての都道府県
は、諮問機関として「国民保護協議会」を設置している。
くわえて各都道府県は「タウンミーティング」や「県民
フォーラム」など、一般県民の意見を聴く場を設定してい
る。政府が７月２９に開設した内閣府「国民保護ポータル
サイト」３のリンクをたどれば、各都道府県の取り組みの状
況を知ることができる。

沖縄県と「国民保護」
　第二次世界大戦末期の凄惨な地上戦で県民の多く
が命を奪われ、現在は全国の米軍基地の７５％が集中し
ている沖縄県にとって、同計画の策定は独特の重みを

持つものになることはいうまでもない。０４年８月２５日に沖
縄県知事公室が発表した「国民保護法制に関する県の
対応方針について」４は次のように述べる。「国民保護に
ついては、警報や避難措置など地方自治体が多くの役
割を担う」、「沖縄には、これまで歴史的背景などから、軍
隊に拒否反応がある」、「島嶼県や米軍基地等の特殊事
情を踏まえた、国民保護法制への対応が必要」。さらに
「実効性のある計画を作るため、意見交換が必要」、「全
国の米軍基地を抱える自治体と共通の事項であり、国を
含めた対応が必要」との認識が明らかにされた。
　一方、沖縄県は国の「基本指針」で唯一固有の都道
府県名があげられ、「避難に当たって配慮すべき事項」と
して、他府県も含めた広域的な連携協力体制の必要性
が指摘されている（５ページ資料１参照）。しかし、これは
もっぱら「島嶼県」という側面に着目したものであり、沖縄
県のいう「歴史的背景、米軍基地の存在」という特質は
配慮するべき事項として明示されてはいない。
　その後、本年４月以降、他の都道府県では次 と々「計
画素案」が公表されているが、沖縄では未だこの「対応
方針について」のみが公式文書である。このように、県の
姿勢がきわめて慎重であることにも充分な理由があると
いえよう。

―計画作りは「安全保障」への市民参画の
拡大の契機となる可能性がある－

沖縄フォーラムが示した
「国民保護計画」議論の重要な方向性

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

は、多国間的な性格を持つ将来的な作業の可能性に向
けたアプローチを検討するものとする。」
　つまり、核軍縮に関する特別委員会の基本任務は「実
際的措置に関する情報と意見交換」とされているのであ
る。その意味では、平和市長会議が求め、今年の広島平
和宣言が「国連総会の第一委員会が、核兵器のない世
界の実現と維持とを検討する特別委員会を設置するよ
う提案します」と求めた特別委員会と比較すると、相当に
弱いものであると言わなければならない。
　しかし、この委員会が意見交換を重ねるなかで、核兵
器廃絶への道を検討し、交渉テーマとすべきだと圧倒的
多数で決するならば、委員会は次の段階、つまり何らか
の交渉の段階へと進むことができる余地を残している。
　核兵器国、とりわけ米国がそれを阻止したいと考える
ならば、協議がそのように進まないよう多くの国に圧力を

加えるか、逆にＣＤの正常化に努力をして、議論をＣＤの
全会一致制の場に戻す作戦にでるか、ということになる。
いずれにしても、新提案は新しい情勢を生み出すもので
あり、その意味で極めて重要な意味を持っている。
　「アボリション２０００」をはじめ、さまざまなＮＧＯは、少し
でも多くの国が新提案を支持するよう精力的なロビー活
動を開始している。すでに米国は露わに反対する文書を
回している。日本においても、政府が共同提案国になる
よう、あるいは少なくとも決議案に賛成するよう、働きかけ
を強めるよう訴える。（梅林宏道、中村桂子）

注
１　https://www.reachingcriticalwill.org/political/1com/1com05/
docs/draftelementsinitiating.pdf
２　CD/1693/Rev.1（２００３年９月５日）。「核兵器・核実験モニター」
第１９５号２ページ資料に全訳。修正に関して同号の本文に説
明があるので注意。

u ç ３ページからつづく

●Ｍ
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「沖縄県国民保護フォーラム」
　７月２７日、沖縄県が宜野湾市の沖縄コンベンションセ
ンターで開催した「沖縄県国民保護フォーラム」には、約
４６０人の県民が参加し、午後１時半から９時までという長
丁場の議論に耳を傾け、討論に加わった。地方議員、災
害ボランティア、県内はもとより県外（鳥取県や佐世保市
など）の自治体担当者、平和運動家などのフォーラム参
加者の中には、制服姿の自衛官の姿も見られた。フォー
ラムのプログラムは次のとおりである。
第１部　基調講演
　青木信之（総務省消防庁国民保護室長）

　「国民保護のしくみと地方自治体の役割」
特別講演：青山繁晴（株式会社独立総合研究所社長）
　　　「『住民の安全保障』とみずから担う―その希望に

　　　ついて」
第２部　パネルディスカッション
上記講演者２名に加え、我部政明（琉球大学教授）、
加藤伴子（石垣島在住）、知念恒雄（うるま市長）、牧
野浩隆（沖縄県副知事）。コーディネーター：島袋秀光
（前沖縄県公報アドバイザー）
第３部　県民討論　コーディネーター：青山繁晴
　このフォーラムの詳細な議事録が９月２６日に沖縄県の
ウェブサイト５に掲載された。ここでは、前出の県の「対応
方針」で強調されていた事項の一つである、米軍と国民
保護の関連する議論を、「パネルディスカッション」（６ペー
ジ・資料２）と「県民討論」（７ページ・資料３）から抜粋して紹
介する。

（４）避難に当たって配慮すべき事項

①避難に当たって配慮すべき地域特性等
（略）
○沖縄県の住民の避難については、沖縄
本島や本土から遠距離にある離島にお
ける避難の適切な実施のための体制づ
くりなど、国が特段の配慮をすることが必
要である。このため、国は、九州各県をは
じめとする地方公共団体との広域的な
連携体制を整え、沖縄県及び沖縄県下
の市町村と協力しつつ、次のような配慮
を行うことが必要となるものである。

ア　航空又は海上による避難のための運
送手段の確保等

●国〔内閣官房、国土交通省〕は、沖縄県
と連携協力して、運送事業者である指
定公共機関及び指定地方公共機関に

対し、沖縄関連路線に係る航空機及び
沖縄関連航路に係る船舶等の優先的
な確保を依頼することなどにより、避難
に必要な航空機、船舶、飛行場及び港
湾の確保に努めるものとする。また、運
送事業者である指定公共機関及び指
定地方公共機関に対して、避難住民
の運送を円滑に実施するよう要請する
ものとする。
●国〔防衛庁、海上保安庁〕は、自ら保有
する航空機及び船舶により、可能な限り
避難住民を運送するものとする。

イ　陸路による避難のための運送手段及
びルートの確保

●国、沖縄県及び沖縄県下の市町村は、
避難に利用可能な公的機関が保有す
る車両について把握するよう努めるも
のとする。また沖縄県は指定地方公共

機関として指定する運送事業者の車
両保有台数等の必要な情報を把握す
るよう努めるものとする。

●市町村は、航空又は海上による避難が
必要となる場合に備えて、最寄りの飛
行場や港湾までのルート等を検討して
おくものとする。

ウ　県外での避難住民の受入れ
●沖縄県の地理的条件等から、航空又は
海上により県外へ避難することが適当
な場合が生ずることも考えられるが、そ
の場合には、国〔内閣官房、消防庁、厚
生労働省、国土交通省〕は沖縄県と連
携協力して適切な避難先地域の選定
等避難住民の受入体制を適切に整え
るものとする。

「国民の保護に関する基本指針」（０５．３．２５閣議決定）
で沖縄に言及した箇所

〔資料１〕

「国民保護計画」で
米軍の行動を制約する
　パネルディスカッションにおいて、我部政明氏は、９７年
の「ガイドライン」や有事法制を引きながら、日米政府は
米軍に軍事的なフリーハンドと数 の々特権を与えている
として、このような米軍とそれと共同歩調で行動する自衛
隊に「国民保護」への貢献を期待できるのかと指摘した。
これに対して、国民保護計画の責任者である消防庁の
青木氏は、その懸念に理解を示し、「外務省を通して米
軍と調整していく」と応えたが、その成果の見込みについ
ては慎重に約束を避けた。一方、「民間シンクタンクの代
表者＝一市民として」参加した青山氏は「国民保護の主
人公は日本国民。自衛隊や米軍の参画も沖縄県の計画
には盛り込むべきだ。それは不可能ではない」と述べた。
　この米軍・自衛隊の行動と「国民保護」の抵触可能性
については、第２の基地県である神奈川県の計画策定
過程においても認識されている。８月１９日に神奈川県が
発表した「計画素案」は「自衛隊や在日米軍の行動と国
民保護措置の実施について、道路等における利用ニー
ズが競合する」という認識を述べ、対策本部長（首相）と
の調整や意見具申が必要であるとしている。
　この神奈川県の姿勢に比べて、「沖縄フォーラム」の議
論は「その時」の要請や調整でなく、事前の「計画」に、米
軍や自衛隊の行動を盛り込む可能性を示唆したもので
あり、注目してよいだろう。
　牧野副知事は、沖縄がもっとも懸念するのは、「国民保
護」の前提にある「武力攻撃事態」が沖縄の過重負担の
放置の理由になることであるとの警戒心を表明した。
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情報公開、沖縄戦の教訓

　「県民討論」ではまず、危険物などの情報公開が国民
保護には死活的に重要であるという会場からの指摘に
対して、青山氏はすぐに実現するのは困難との見通しを
示しつつ、粘り強い国との協議（氏は「十年戦争」と呼ん
だ）によって打開の可能性はある、「米軍に対して、主体
的に初めて物を言うためにも、国民保護計画は活用でき
る」と述べた。
　「沖縄戦は住民避難の失敗例だ」という認識が自治体
関係者に広がっていることに対して、事実は軍が「住民
を盾にした」ことが悲惨な結果を招いたのだとの声が会
場から上がった。住民を保護の対象とはみなさない、この
ような軍の姿勢への批判と懸念に対しては、会場の現職
自衛官から「我 は々国民を守るよう教育を受けている」と

の答えがあった。
　

沖縄の先例に学び、
「語られなかったこと」も語る
　以上一端を紹介したように、「沖縄フォーラム」は、「国
民保護計画」に向き合う自治体関係者と市民に、大きな
示唆を与えている。特に、米軍や自衛隊の行動を、「国民
保護計画」で制約し、自治体のコントロールを効かせると
いう方向性とその可能性が、多くの市民の参画の下で語
られた意義は大きい。青山氏は、住民参加がなければ
「国民保護計画」は「国民総動員計画」になってしまうと
して、そうではない計画を積極的な住民参加により作ろ
うと呼びかけた。その主張には説得力を感じながらも、や
はり「軍」の論理がまかりとおってしまうのではないかとい

〔資料２〕沖縄県国民保護フォーラム　議事録（抜粋）

第２部　パネルディスカッション

国民保護計画で米軍や自衛隊の行動を
制約できる
（見出しは編集部）

○我部政明（琉球大学教授）
　（略）１９９７年の日米防衛協力の見直しと
いうことの中で、いわゆる新ガイドラインと
呼ばれる中に、幾つか日本防衛について、
あるいは日米間の防衛協力について書か
れている指針があるわけですが、これの一
つ目は、普段からの協力ということが一つ
目。二つ目は、日本有事の際の協力。それ
から三つ目は、周辺有事の際の協力という
ふうになっています。今、ここで上がってい
る国民保護法の中で、特に注目をしている
のは日本有事という場合であります。日本
有事の際、米軍はどう動くかということなん
ですが、この日本有事の際のガイドライン
ではこのように書いています。「日本の有事
は日本が主体的に取り組む」というふうに
なっている。主体的というのは英語で
“primary responsibility”というふうに書いて
います。つまり、訳が専門家の中では批判
があるところなんですが、主体的というの
は、何か他の人もいるんだという感じになる
んですが“primary responsibility”という英
語の部分は、第一義的な責任は日本が負
うというふうに英語ではそうなっているわけ
です。ですから、日本有事の際の責任は、
まずは第一義的には日本だと。この日本有
事の際にアメリカは何をするかというふうな
ところでは、米国は適切に協力をするという
だけであります。つまり日本が日本有事の
際においては、“primary responsibility”を
持って、アメリカは適切な協力を行うという
ことになっているわけですから、まず、一義

的な責任は日本政府が負うわけですの
で、米軍はまずそれを見てから適切な協力
を、どういうのが適切なのかを考えるなり、
あるいは準備してきたことをやるというふう
になってくるだろうと思います。
　そうしますと、具体的にどういうのが有事
なのか、想定がかなりさまざまなものがあっ
て特定化できるのが難しいんですが、有事
という一般的な名称でいえば、米軍が何か
最初に行動を起こして、沖縄の人を守った
り、あるいは防衛にあたるということは、この
日米ガイドラインから見ればやらないと。む
しろ日本がやるべきだというふうに書いて
あるということであります。

○青山繁晴（株式会社独立総合研究所代
表取締役社長）
　（略）副知事の牧野さんは、今日、冒頭
おっしゃった、沖縄だから日本一の国民保
護計画にするんだとおっしゃったこと、僕は
これはすごく正しい姿勢だと思っていて、
すなわち日本で重大なテロがあったり、あ
るいは米軍を巻き込んだ事態になったり、
日本で有事があったときに、米軍に対して
日本が何を言えるのか。ここの主人公は日
本国民なんですから米軍が主人公じゃなく
て私たち日本国民が主人公なんだから、
それを守るためには米軍に対しても、例え
ば県庁だけじゃなくて自衛隊の側からも何
ができるかということを、この国民保護計画
の中で沖縄県においては盛り込むべきだと
思っているわけです。それは僕は不可能

じゃないと思います。（略）

○青木信之（総務省消防庁国民保護室
長）
　（略）いざ避難するとき、那覇空港から避
難しようというときに、自衛隊との共有空港
でもあるし、事が起きれば自衛隊も使うとい
うこともあるわけですね。そのこともまず頭
に置いておく必要があろうかと思います。
　先ほど牧野副知事さんが言われたお話
ですね、米軍とも調整しなければいけない
課題がたくさんあるだろうと。軍人、軍属の
問題もあるし、情報提供があってもいい
じゃないかと。これは沖縄県をはじめ、多く
の基地がある県さんが強い話をいただい
ておりまして、政府としては米軍当局に、外
務省を中心として、そういう申し入れをして
おります。まだその調整結果がまとまってい
る状況ではありませんが、外務省としては
継続的な話をしていると思います。
　（略）そのことを理解してもらうというのが
非常に大事だろうと思っています。もちろん
できる限りいい答えが得られて、一定の調
整結果がお示しできれば一番いいと思っ
ています。（略）

○青山繁晴
　（略）米軍基地の問題って、今まで防衛
施設庁だけがやっていたでしょう。防衛施
設庁って、はっきり言って、今日、関係者も
いらっしゃると思いますけど、政府の中で
そんなに権限が強い省庁でもないし、防衛
施設庁だけがやっているから政府全体の
問題になかなかならなかったわけでしょう。
でも青木さんは、今は総務省だけど、要す
るに旧自治省ですよね。自治省が本当に
それをやられているかどうかは知りません
が、少なくとも住民自治を守るために存在
している役所ですよね。そこがこの国民保
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護法を通じて、この米軍基地の問題にも初
めていわば関与できる。そこは僕は積極評
価した方がいいと思うんです。（略）むしろ
制限として僕は活用できる可能性は十分
あると思っているわけです。（略）国民保護
計画を一つの契機として、今までの在日米
軍に対する日本の主権なき状態について
（略）米軍に対して初めてものを言うために
も、国民保護計画は、実際は僕は活用でき
ると思っています。（略）

○牧野浩隆（副知事）
　今の米軍と国民保護法の問題の一番抜
けているのは、沖縄側が懸念するのは、武
力攻撃事態法は外部から何かがあった場
合に国としてどう対応していくかということ
で、それは全体として自衛隊と米軍が一緒
になってやっていくという安全保障論の線
でやっているわけです。そこはそこで理解
で来るわけです。ただしこれが前提になる
と、過重にある沖縄こそおかしなことが起
こってきますよと、前提自体にわれわれは
問題を感じていますよというのはそこなん
ですよね。（略）沖縄の過重負担ということ
から考えますと、そういう面から見ると、今
度は武力攻撃事態法を受けた国民保護
法という形からしますと、県民の人命や財
産をどう保護するかということになりますと、
その枠組み自体にも今の安全保障論に対
するものも、例えば負担軽減ということが出
されていますから、そのあたりをちゃんと押
さえないと、武力攻撃事態は当然の前提と
しているということをわれわれは、そこから
問題提起はしていかないといけないと思っ
ているわけです。そこのところなんです。

○青山繁晴
　それは同感です。
　（略）

○我部政明
　先ほど米軍の方に何かやってもらえるの
ではないかというふうに期待があるんです
が、現実にはこの国民保護法ができた時に
別の法律も一緒にできました。先ほど青木
さんから言われた特定公共施設の利用等
についても、この法律も一緒なんですけれ
ども、同じときに「武力攻撃事態等における
アメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い、我が
国が実施する措置に関する法律」というの
ができまして、これは何かというと、中身は、
米軍が行動するのに日本が障害にならな
いように用意していこうという目的の法律
です。（略）この法律によれば､米軍の行動
をより促進をしていく、うながしをしていく、
容易にしていくというような側面があるわけ
です。
　（略）

○青山繁晴
　（略）そういう面が今の法律では確かに
あるということを申しているわけですね。法
律ですからやがて変えることもできます。
そのためにも、もう１回言いますが、この国
民保護計画の中の県の基本計画は避難
マニュアルは、この沖縄の地元で作れるん
ですから、武力攻撃事態法のそこの部分
は我部さんと、もう１回言いますが、無理に
意見を合わせるわけではなくて、懸念は共
有しているんです。それをやがて変えるた
めにも、それから沖縄という現場から声を
上げるためにも、その国民保護計画は作り
方によっては有効になると思っているわけ
です。

○会場の声
　（略）最近ヘリコプターが落ちましたよ
ね、国際大学の所にね。地元の消防が来ま
した。その後、完全装備した米軍が来るん
ですよ。ということは、その機械の中で、ヘリ
コプターの中に何が運ばれていたのかわ
からない。そうすると、一番の危険は沖縄県
民全体にあるわけですね。だから米軍が
扱っている武器弾薬に対して、どういう危
険なもの、目に見えるものだったらいいで
すよ、見えないものに対する対策を事前に
知っておかないと、まず先に現場に行くの
は地域の消防なんですね。そういうことか

ら考えたときにまず、情報をきちっと公開し
てもらわないといけないということと、それ
に関する、いわば設備の強化を政府はして
いただかないといけないということです。な
ぜかというと、７５％沖縄に負担させている
わけですから。それが米軍基地に関する、
いわば県民生活の上での危惧する点で
す。（略）

○青木信之
　（略）住民を避難させようというときに、ど
こどこに危険物質があるということがわか
るならば、その地域に近いところの住民か

う懸念を筆者もぬぐうことはできない。しかし、沖縄で行わ
れたたような議論が、各地の「国民保護計画」が民主的
で、人権抑圧的でなく、透明性の高い、そして実効的なも
のとなるためにも、各地で行われることを期待したい。
　同時に、沖縄フォーラムでは余り語られなかったことに
も、注意を呼びかけたいと思う。それは、戦争は「天災」で
はなく「国の外交の＜失敗＞等により生じる事態」（兵庫
県「国民保護計画の作成体制について」）だということであ
る。この表現はその後の兵庫県の公表文書からは削除
されているようでが、この当たり前の事実認識を前提とす
るならば、「国民保護計画」に新しい要素を加えることは
可能である。すなわち、「戦争防止こそ最大・最良の国民
保護」という認識に立って、予防外交、平和教育などを、
あらためて「国民保護」の文脈におき直すような問題提
起である。さらに、ピースデポが提唱している「東北アジ

ア非核兵器地帯化」や「専守防衛の地域化」という地域
安全保障の新しい枠組みも、「計画」そのものに取り入れ
ることは難しいとしても、地域での協議の中で、論議を活
性化できればと思う。「国民保護計画」を巡る議論には、
「国の専権事項」とされてきた安全保障政策に、市民と自
治体が意味ある影響力を及ぼしていく可能性が秘めら
れている。（田巻一彦）

注
１．http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hogohousei/hourei/

050325shishin.pdf
２．http://www.fdma.go.jp/html/kokumin/model.pdf
３．http://www.kokuminhogo.go.jp/
４．http://www3.pref.okinawa.jp/site/view/

contview.jsp?cateid=66&id=8915&page=1
５．http://www3.pref.okinawa.jp/site/view/

contview.jsp?cateid=66&id=9502&page=1

第３部　県民討論

基地の情報公開を
沖縄戦の教訓を歪曲するな

●Ｍ
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ら早く逃がさなきゃいかんと、当然市町村長
はそう思うんだと。従って、せめてその避難
に関わるような情報だけでも教えてもらわ
ないと困るという話は、沖縄県さんからさん
ざんそういうお話も我 も々聞かされ、従っ
て、そういう話を政府部内にずっとぶつけ
てきております。そういうことも含めて、どうし
ても出せない情報はあるかもしれないけれ
ども、軍事の世界ですから、しかし、人道上
何かあったときにこのぐらいのことを教えて
くれないと困るという情報だけは何とかなら
ないかという話も含めて、外務省から米軍
には話はしてはいるわけです。（略）

○青山繁晴
　（略）真っ直ぐありのままに言いますと、米
軍の沖縄の弾薬庫は、中に何がいったい
入っているのか本当はわからないんです
よね。（略）今までの外務省と米軍との関係
で、そんな情報が外務省にもたらされるか
というと、これは僕はほとんど希望もてない
と思います。（略）今までのいわゆる外交
チャンネルだけではとても無理なのでそう
すると少なくとも平成１８年度末までに政府
が考えている予定の年限までに市町村が
マニュアルをつくるとすると、そのマニュア
ルの原案ができた段階で、つまり今までの
外務省のチャンネルだけじゃない、自衛官
もいらっしゃるけれど防衛庁も含めそれか
ら何よりも内閣が責任をもって、例えばバイ
オ、ケミカルについては、あるかないかだけ
でも情報開示すべきだし、それから、個別
の爆薬、炸薬、その他の種類をいちいち
一つずつ一覧表で出すことはできなくて
も、それが丸ごと爆発した場合には、一体
どれぐらいの破壊力が生じるものなのかと
いうことだけでも教えてもらわないとこれ実
際にこれだけ、つまり普通の人が道路から
見える範囲まで弾薬庫があるような土地
で、住民の避難を言っても虚しいわけで
す。（略）その努力はしなきゃいけないと
思っています。ただ、これはですね、一言で
言って十年戦争だと思いますよ。戦争とい
う言い方は良くないですけれど十年闘争と
言っていいと思います。（略）

○会場の声
　（略）鳥取県がこの問題に取り組んで
いったときに、一言でいうとこういう学習会
をやったホームページが出てましたね、出
ていたんですよ。あの時に、自衛隊の現役
の第８何とか連隊の連隊長が講義をする
わけです。その講義の内容のテキストが出
てましたよ。それによると、沖縄戦と住民避
難というかなり膨大な講義をするわけで
す。その中に、沖縄にいて沖縄戦について
多少知っている者にとれば、相当誤解があ
るような沖縄戦の総括をしているんですよ
現役の自衛隊がね。これは中味言いませ
んけれども、そういう反省の上に立って、も

しこの国民保護法が立案され進められると
するならば、やっぱりこれは違うと私は思い
ますね。そういう点に絡んでどういう反省を
しているのか。それで、県庁に、私たちはこ
の問題について行きました。その時に、県
庁の若い係員が、その連隊長が話したよう
なことと同じようなことを言うんですよ、我々
に。要するにね、住民避難の失敗例だとい
うんです沖縄は。違うでしょ、さっきも言った
ように。住民避難をね…。

○青山信之
　避難させてないですよね。

○会場の声
　そうですよ、盾に使ってるんですよ。さっ
き西原の話がありましたけど。これを避難の
失敗例って、だから有事法制が必要だと。
じゃなくて、この国民保護が必要だというふ
うに結びつけていくとしたら、僕はそれは絶
対違うと思います。（略）

○会場の声
　２点ほど教えていただきたいんですけれ
ども、先ほどから沖縄ということで沖縄戦の
ことで、あのときの教訓となると、先ほどは、
要は軍が国民を保護する意識がなかった
というふうなところにいくと、じゃあ今の自衛
隊に対しては、国民を守りなさいというふう
に教育をやっていけばいいということで終
わってしまうのか。いや、その当時もやはり
沖縄の行政組織があったと思うんですけ
れども、そちらの方はどうしていたのかとい
うのがちょっとわからなくて。
　先ほどの話だと、住民は盾に、作戦の一
部として利用されてしまって、ということは
その当時の沖縄の行政の組織は何をして
いたのかというのがわからなくて、もし、そこ
が何もしてないというんでしたら、何もしな
かったので今回保護法をつくりますと。計
画を策定して避難させますというんですけ

れども、何かをしてて、それで不備があっ
て、沖縄としてはこういうふうなことをここに
ある基本指針というんですか、そういうのを
考えていますというようなところをちょっと知
事公室長にお聞きしたくて。（略）

○府本禮司（県知事公室・参事官）
　非常に私から答えるのは苦しいところが
あります。いくつか問題点があります。ただ、
軍がですね、先ほど言われたように沖縄を
捨て石にしてということはあったと思いま
す。ただ、そこの部分については私の方か
ら述べるわけではございまして、じゃあどう
いう県が対応したのかということになります
と、（略）いわゆる警察部の下に特別援護
室というのをつくって、いわゆるこれが疎開
をやり始めたというかたちになっておりま
す。ところが、疎開の実態は、ご存じのとお
りいくつか問題点がございまして、結果的
に上手い具合にいかなかったと。上手い具
合にいかなかったということで総括してい
いのかどうかはちょっと問題がありますけれ
ども、いくつかの問題点を残しつつやってき
たということが、私どものこの国民保護法法
制を検討する段階での問題点であろうと。
その時の一つの問題は、やはり疎開の命
令が上手い具合に市町村に伝わっていっ
ていないというのと、組織はかなり壊れて上
手い具合に行政としてつながりきれなかっ
たということと。やっぱり最後には軍と一緒
に動かざるを得なかったと。（略）そういうこ
とを考えていきますと、やはり私どもが国民
保護を担当する人間が考えているのは、や
はりちゃんとした行政を組織、計画があっ
て、県民はこういうかたちでやるんだという
一本しっかりした視点がなければ、結局駄
目だと。これを今回つくるということが必要
だろうということは我々感じておりまして、そ
のことがなければ昔のようなことになるだろ
うと。（略）◆

沖縄県国民保護フォーラム。７月２７日。沖縄コンベンション・センター（宜野湾市）。
沖縄県民ホームページより。
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わたなべ　えりこ　女優。劇作家、演出家としても活躍。最
近の共著に、「憲法を変えて戦争へ行こう　という世の中にし
ないための１８人の発言」（０５年８月、岩波ブックレット）がある。

「
タ
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【連載】　いま語る―３

　今、世界的に禁煙ブームでしょ。どんな場所に行っても
禁煙、禁煙っていうのに、なぜ戦争を止めないのか、本当
に不思議でならないんですよ。アメリカを中心にヨーロッパ
や日本でも広がっていますが、タバコの害を主張する人
は、つまり「死ぬのはいやだ」ってことですよね。じゃあ、戦
争はどうなんでしょうね。自分は死にたくないと主張する人
たちが、その一方で戦争に反対しないというのは、バラン
ス感覚がおかしいですよ。戦争では殺しても殺されてもい
いのか、タバコではそれは嫌なのか、どんな違いがあるの
か、聞いてみたいですね。
　戦争では罪のない人たちが死んでいく。体だけではな
く、一生心の傷も抱えて苦しんで生きていく。そういうことを
想像してほしいんです。いまの日本は、そういった想像力
に欠けています。政治家たちが勘違いしちゃって、「軍隊
がなければだめ」とか言って、憲法９条を改正し、自衛隊
が活動できるように法律を整えて行こうとしています。今こ
の場で「演習をするぞ」って言ったら誰も反対できないよう
な法律がすでにできてしまっています。憲法９条は「最後
の砦」なんですよね。
　そういったことを若い人たちにもっともっと知ってほし

い。目の前で両親や友人が殺されていなくても、それを想
像する力を持ってほしい。ところが、親から子への「縦の構
造」が壊れているという問題があります。私はかろうじて、
親から戦争のことを聞きました。でも多くの場合、団塊の世
代でその繋がりが切れている。かつて何が起こったのかを
親がきちんと子どもに話していたら、私たちだってもっと興
味を持っていたでしょう。大人たちが次の世代への責任を
果たしてこなかった、それは恐ろしい犯罪じゃないかと思
います。
　私の父親は終戦まで中島飛行場で働いていました。空
襲で命を落とすかもしれなかったところを奇跡的に助かっ
たんです。もし父がそのときに亡くなっていたら、私は生ま
れていないわけです。始めてその話を聞いて、ああ私も戦
争の子どもなんだな、これは伝えていかなければいけない
ことなんだな、と思いました。
　受け継いでいくためには、若い人たちと話をしていくこと
が必要です。例えば９条をテーマに、お茶を飲みながら話
をするとか。私も自分の稽古場で塾みたいなものを開い
て、若い劇団員に伝えることを始めようとしています。今の
若い人たちは傷つきやすく繊細で、さまざまなストレスを抱
え込んで、自殺しないで生きていくのに精一杯みたいなと
ころはあります。でも、話すとわかるんですよ。もっともっと機
会があれば、素直に受け止めてくれます。子どもはみな反
戦ですから。
　命は唯一無二のもので、代わりの命はない。戦争で人を
殺すことは犯罪であって、その犯罪の一番の悪玉が「核兵
器」。そういったことをきちんと伝えていきたい。キング牧師
は、一番の罪は「善意ある人の無関心だ」と言いました。キ
ング牧師は暗殺されてしまいましたが、私たちはまだ生き
ているわけです。それだけでも「めっけもの」です。私たち
は亡くなった人 の々死体の上で生きているわけだから、自
分が生きていることに感謝しつつ、やっていくしかないで
すね。
　続けていく上で、バランス感覚は大事です。若い人がが
んばって突っ走ったあげく、周囲から浮いてしまってむなし
くなってやめる、というようなことがあります。私自身、非戦活
動に没頭しそうになった時期があります。しかし今、自分の
本業である「演劇」とのバランスを保ち、有名であることを
「利用」して活動を続けることに意味があるのではないかと
思っています。若い人たちにも、自分を守りながら、あきらめ
ずに長く続けていくことの大切さを伝えていきたい。
　人 の々意識を変えるにはすごく時間がかかります。５０年、
１００年かかるかもしれない。私たちの死んだあとも続けてい
かなければいけない。自分の命は８０年程度で１回きりです
が、それであきらめちゃいけない。ガウディみたいに、それ
くらいの気持ちでやっていかないといけないですね。
　　　　　　　　　　　　（談。まとめ：中村桂子）

撮影：今井　明
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､田巻一彦（ピースデポ）、中村
桂子（ピースデポ）、丸茂明美（ピースデポ）、青柳絢子、
今井明、大澤一枝、津留佐和子、中村和子、林公則、梅
林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

今号の略語
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＦＭＣＴ＝兵器用核物質生産禁止条約
ＭＰＩ＝中堅国家構想
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＡＭ＝非同盟運動
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＮＷＣ＝核兵器禁止条約
ＰＡＲＯＳ＝宇宙における軍備競争の防止

日  誌
２００５.９.２１～１０.５

作成：中村桂子、林公則

ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約／ＤＯＤ＝米
国防総省／ＥＵ＝欧州連合／ＩＡＥＡ＝国際原
子力機関／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エネルギー開
発機構／ＲＮＥＰ＝強力地中貫通型核兵器

沖縄
●９月２２日　普天間爆音訴訟で福岡高裁那覇支
部が原告らの控訴を棄却。
●９月２２日　普天間飛行場移設問題で、米国防
総省当局者が日本政府に海上縮小案の真剣な
検討を要求。
●９月２４日　昨年５月２５日以来実施されてきた都
市型戦闘訓練施設に関する早朝抗議集会終了。
●９月２８日　伊江島補助飛行場のフェンス外の
耕作地にパラシュート降下訓練中の米兵が降下。

●９月２１日　第４回ＣＴＢＴ発効促進会議、ニュー
ヨーク国連本部で始まる（～２３日）。米国は欠席。
●９月２２日　衆院本会議、憲法改正手続きを定
めた国民投票法案を審議する「憲法に関する調
査特別委員会」の設置を賛成多数で決定。
●９月２３日　英、仏、独のＥＵ３か国、ＩＡＥＡ理事会
で、イラン核問題の安保理付託を当面のあいだ
見送る内容の決議案を提出。
●９月２３日　ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）の第３会
期が終了。
●９月２４日　ＩＡＥＡ理事会、ＥＵ３か国が提出した
決議案を賛成多数で採択。
●９月２５日　モッタキ・イラン外相、ＩＡＥＡ決議に
ついて「法的根拠がなく、全く受け入れられない」
と拒否。イラン国営テレビの報道。
●９月２６日　ＩＡＥＡ年次総会がウィーンで開幕
（～３０日）。
●９月２６日　イラン外務省、安保理付託が回避さ
れなければウラン濃縮作業を再開し、国連の抜き
打ち査察受け入れを中止するとした声明を発表。
●９月２６日　アラン・ビュガ仏原子力庁長官、七
条明内閣府副大臣とウィーンで会談、高速増殖炉
原型炉もんじゅの共同利用を提案。
●９月２６日　ＫＥＤＯの理事会メンバーである日、
米、韓、ＥＵの４者がニューヨークで非公式理事会
を開催（～２７日）。
●９月２７日　日本原燃、六ヶ所村の使用済み核

燃料再処理工場の燃料貯蔵プールの水漏れで
見合わせていた使用済み核燃料の搬入を再開。
●９月２８日　米上院歳出委員会、ＤＯＤ関連の０６
会計年度歳出法案を全会一致で可決。ＲＮＥＰ研
究費４５０万ドルの全額カットを決定。
●９月２９日　原子力委員会の新計画策定会議、
核燃料サイクル事業の推進を柱とする原子力政
策大綱案を決定。
●９月３０日　ＩＡＥＡ年次総会、６か国協議の共同
声明による合意を「強く歓迎する」などとする決議
を全会一致で採択。
●１０月１日　日本原子力研究所（原研）と核燃料
サイクル開発機構（核燃）の統合により、独立行政
法人「日本原子力研究開発機構」が発足。
●１０月３日　シン印外相とカスリ・パ外相、イスラ
マバードで会談。両国間の信頼醸成を目的とした
弾道ミサイル発射実験の事前通告協定に調印。
●１０月３日　ニューヨーク国連本部にて国連総会
第１委員会（軍縮）が始まる。
●１０月３日　中堅国家構想（ＭＰＩ）主催の「第Ⅵ
条フォーラム」が開催。（本号参照）。
●１０月３日　ＩＡＥＡ理事会、新議長に日本の天野
之弥ウィーン代表部大使を選出。任期は０６年９月
までの１年間。
●１０月５日　日ロ両政府、日本が協力している退
役原潜の解体事業で、新たに５隻の解体計画の
実施細目で合意。
●１０月５日　ベネズエラのチャベス大統領、同国
が核の平和利用への研究に取り掛かったと発言。

防衛施設局が謝罪。
●９月２９日　キャンプ・コートニーへの県による立
ち入り検査要求について、日米合同委員会が検
討を始めることが判明。
●９月２９日　普天間飛行場移設問題で、米国防
副次官が現行計画である辺野古沖合案を否定。
またシュワブ内陸案を拒否。
●９月３０日　米国防副次官の発言を受けて、防
衛庁首脳が現行計画断念を示唆。
●１０月２日　午後、ホワイトビーチで米海軍駆逐
艦３隻の停泊を確認。海自護衛艦が３隻が入港。
米海軍駆逐艦は午後３時半頃に移動。
●１０月３日　航空自衛隊と米空軍などが沖縄本
島周辺の訓練空域で共同訓練を開始。
●１０月５日付　普天間移設問題で、日本側が主
張するシュワブ内陸案の概要が４日までに判明。

◆◆◆◆

日時：２００５年１２月９日（金）午後６時３０分～
場所：総評会館５０２会議

東京都千代田区神田駿河台3-2-11
TEL：０３-３２５３-１７７１（代）
http://www.sohyokaikan.or.jp/access/index.html

主催：ＮＰＯ法人ピースデポ

ピースデポ平和フロンティア講座のご案内
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　東シナ海の海底ガス田問題で中国と日本の利害が対立してい
ます。国際紛争の平和裡の解決という観点から、この問題をどう考
えればよいのか、国際海洋法の視点から都留康子さん（東京学芸
大学）に整理をしていただきます。

報告者：

国際海洋法の視点から　都留康子さん（東京学芸大学）　
そのほかにも予定。

座長：梅林宏道　

東シナ海ガス田問題をどう考えるか

　核兵器廃絶メーリングリスト
（abolition-japan）は、核兵器廃絶のた
めの情報と意見交換をするメーリングリ
ストです。どなたも無料で参加可能。
　登録方法は、件名を空欄で、
japan-request@list.jca.apc.org宛に
「 」とのみ本文
に記入したメールを送ってください。


